
■ 当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることを目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資

料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解は当資料作成
時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産に
は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご
覧ください。 1/1

60

80

100

120

140

160

180

200

220

04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

04年 05年 06年 07年 08年 09年 10年

2008年以降、世界的な景気の悪化や企業業績の低迷などを背景に、企業がコストや人員などを削減
し、オフィスの賃貸面積の縮小などの動きを加速させてきたことから、世界の主要都市のオフィス市況
は悪化していました。しかし、足元では、都市毎にばらつきはあるものの、悪化に歯止めがかかるよう
な動きがみられています。

下図は、世界の主要都市のオフィス空室率およびオフィス賃料の推移です。現在、オフィスの空室率
は東京以外の都市で昨年をピークに低下（改善）傾向にあり、賃料は下げ止まるような動きがみられて
います。下図の期間の両者の推移を比べると、オフィス空室率のピークアウト（改善に向う）に遅れて、
賃料が底入れし、オフィス空室率の上昇（悪化に向う）に遅れて賃料がピークアウトする傾向がみられ
ることから、オフィス空室率はオフィス賃料の先行指数といえそうです。

もちろん、世界の主要都市のオフィスの空室率や賃料は完全に好転したとはいえず、今後のオフィス
市況の動向には注意が必要です。しかし、一般に、オフィス市況は景気循環や企業業績に対して遅行
するといわれており、足元で世界的な景気回復や企業業績の改善の流れが進んでいることから、
オフィスへの需要が徐々に高まっていくものと期待されます。

また、こうしたことは、他都市の持ち直し傾向に遅れている東京においても、日本国内の景気回復基調
が続いていることなどから、オフィス市況の悪化に歯止めがかかる可能性があると考えられます。
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空室率の低下が示す
世界のオフィス市況の改善傾向
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※上記は過去のものであり将来の運用成果等を約束するものではありません
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